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１. 会社概要
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会社概要

代表取締役 社長

平野 哲司

三重県出身、1982年に慶應義塾大学法学部を卒業

東京エレクトロン株式会社、住友金属工業株式会社での

営業を経て、1991年には有限会社フロンティアを設立

同社で代表取締役に就任、広告代理店業に従事

1993年には地元の不動産会社に入社、不動産仲介業の営

業に従事し、取締役に就任

2001年に株式会社リーガル不動産代表取締役に就任

2011年関西不動産三田会の代表世話人就任

取締役 管理本部長

水向 隆

取締役 営業副本部長

岡 修司

会社概要 マネジメントチーム

会社名 株式会社LeTech

設 立 2000年9月

所在地 大阪府大阪市北区

代表者 代表取締役社長 平野 哲司

主要事業 YANUSY事業・LEGAL SOLUTION事業・OTHERS

資本金 851百万円（2022年1月末時点）

従業員数 82名（2022年1月末時点）

拠点 大阪本社、東京支社、神戸支店
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事業概要（セグメント区分別）

┃不動産事業を中心とした３セグメント事業を展開

不動産ソリューション事業 不動産賃貸事業 その他事業

LEGALAND
下北沢

セットアップオフィス
THEOTEX BUILDING

LEGALAND
甲南山手

LEGALAND
都立大学

ITビル

大和本町ビル

東京
レガリス新橋

Livecasa
城東野江

幅広い用途に投資
不動産開発の
ノウハウを駆使し

ソリューション力を
活かし

情報を活かした
仕入れによる

効率よく運用

良質な資産

裁判所へ認可申請

配分案の作成

販売活動開始

購入予定者の決定

物件資料受領

査定書の提出

別除権者と接触

調査開始価格査定

9

10

11

12

交渉成立

裁判所へ認可申請

売買成立

別除権者と交渉

■不動産コンサルティング事業

マーケティング

土地活用計画･
建築計画立案

権利調整・権利

用地取得･
買い増し

土地有効活用

住宅(マンション)
開発

商業開発

コンバージョン･
リノベーション

価
値
向
上
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LeTechの特徴・強み

┃法律知識を強みとした柔軟かつ迅速な企画・開発力

┃総合不動産デベロッパーとしてのハイブリットな事業戦略

┃DXの推進により、公共性や利便性、迅速性といった新たな価値を創造

01
地域、用途、規模に関わらず、

不動産価値を最大化・

最適化させる提案力

02
03

変化する事業環境に

対して自らも

変化させる柔軟性

LeTe c h の特徴・強み

大阪・東京それぞれの

事業環境を見極めた最適な

事業戦略
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発展と歩み

発展と歩み

（百万円）

3,025

5,985

8,008

11,085

14,846

19,263

26,703

23,727

3. Platform

1. Individual

2. Teamwork

大阪・東京と全国的に

不動産開発事業の展開

個人商店の時代から組織力へ

YANUSYで

ネットワークを構築

より多くの人がアクセスできる

多様な事業展開

任意売却を中心とした

不動産コンサルティング

個人の能力に依存していた時代

19,057

不動産ソリューション事業

不動産賃貸事業

その他事業
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２.第２四半期決算概況
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2022/7期2Q損益計算書

（単位：百万円）

┃売上高は前年同期比65.7％の減収、四半期純利益は前年対比▲4,163百万円の減益

┃2022年２月16日に売却損の発生する大型販売物件の売買契約を締結したことにより、当第２半期

に棚卸資産の評価損2,836百万円を計上したことから四半期純利益は大きく減益となった

2021/7期2Q 2022/7期2Q 2022/7期通期

実績 実績 期初予想

売上高 11,943 4,092 18,634 ▲65.7% 22.0%

売上総利益 2,542 ▲ 2,042 1,651

利益率 21.3% ▲49.9% 8.9%

営業利益 996 ▲ 2,949 ▲ 653

利益率 8.3% ▲72.1% ▲3.5%

経常利益 510 ▲ 3,347 ▲ 1,476

利益率 4.3% ▲81.8% ▲7.9%

四半期純利益

（当期純利益）
290 ▲ 3,872 ▲ 1,477

利益率 2.4% ▲94.6% ▲7.9%

前年同期比 進捗率

ー ー

ー ー

ー ー

ー ー
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2022/7期2Q決算のセグメントの状況

（単位：百万円）

前年同期比 減収・減益

前年同期比 減収・減益

前年同期比 減収・減益

┃不動産ソリューション事業はLEGALANDの販売を積み重ねる
も、売上計上の過半が下期売上となったほか、大型物件の棚卸
資産の評価減により大きく減益

┃不動産賃貸事業は長期的な収益と引き合いの状況を考慮しての

販売用不動産を売却

┃その他事業は前事業年度末に介護事業を事業譲渡したことに

より売上ボリュームが減少

セグメント 2021/7期2Q 実績 2022/7期2Q 実績 前期比

不動産ソリューション事業 10,755 3,507

構成比 90.1% 85.7%

不動産賃貸事業 676 582

構成比 5.7% 14.2%

その他 510 3

構成比 4.3% 0.1%

売上高 11,943 4,092 ▲65.7%

不動産ソリューション事業 1,466 ▲ 2,666

構成比 88.5% ー

不動産賃貸事業 150 115

構成比 9.1% ー

その他 39 ▲ 3

構成比 2.4% ー

セグメント利益 1,655 ▲ 2,555 ▲254.3%

不動産ソリューション事業 13.6% ▲76.0%

不動産賃貸事業 22.2% 19.8%

その他 7.8% ▲109.8%

利益率

売上高

▲67.4%

▲14.0%

▲99.3%

セグメント利益

▲281.9%

▲23.1%

▲109.6%
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2022/7期2Q決算の経常利益の増減要因分析

金融支出の減少

販管費の減少

┃不動産ソリューション事業及び不動産賃貸事業の減益により前年同期比減益
┃人件費・経費の圧縮により販売費及び一般管理費が639百万円減少

（百万円）

2021/7期2Q
経常利益

2022/7期2Q
経常利益

510

▲4,440

▲53 ▲91 639

88

▲3,347

不動産賃貸事業
の売上総利益の減益

不動産ソリューション事業
の売上総利益の減益

その他事業のうち、介護事業を譲渡
したことによる売上総利益の減益
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2022/7期2Q決算の財務状況

（単位：百万円） （単位：百万円）

┃物件の売却により有利子負債が1,860百万円減少

┃四半期純損失▲3,872百万円の計上により自己資本比率は2.9％へ低下

11

2021/7期 2022/7期 2021/7期 2022/7期

期末時点 2Q末時点 差 期末時点 2Q末時点 差

現金及び預金 1,544 862 ▲ 681 営業未払金 82 619 +536

営業未収入金 84 76 ▲ 8 有利子負債 15,212 17,257 +2,044

販売用不動産 17,247 19,046 +1,798 流動負債合計 17,420 21,595 +4,174

仕掛販売用不動産 7,290 5,297 ▲ 1,993 有利子負債 11,334 7,429 ▲ 3,905

流動資産合計 27,336 26,385 ▲ 951 固定負債合計 11,488 7,535 ▲ 3,952

有形固定資産合計 5,240 3,176 ▲ 2,064 負債合計 28,909 29,131 ▲ 222

無形固定資産合計 27 23 ▲ 3 資本金 791 851 +60

投資その他資産合計 960 427 ▲ 532 株主資本合計 4,655 881 ▲ 3,774

固定資産合計 6,228 3,627 ▲ 2,600 純資産合計 4,655 881 ▲ 3,774

資産合計 33,564 30,012 ▲ 3,551 負債・純資産合計 33,564 30,012 ▲ 3,551

自己資本比率 13.9% 2.9%
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3.今後の事業戦略
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第２四半期までの振り返りと今後の展開

┃主力商品「LEGALAND」は５棟の売上計上となり堅調な販売実績

┃四半期純損失の計上により自己資本が低下し、財務基盤が棄損

┃2022年２月に「LEGALAND」10棟のバルク販売契約を締結し、引き続き市場から

高い評価を得ている

┃新型コロナウイルスによるインバウンド市場減退を鑑み大型開発案件を処分実行

（第２四半期決算において評価減計上、販売売上は第３四半期に計上）

LEGALAND恵比寿annex LEGALAND白金高輪

2022年３月より順次
引渡し・売上計上

LEGALAND武蔵小山 LEGALAND小石川5丁目 …等 10物件

2022年7月期第２四半期の振り返り



2021/7期

実績

2022/7期

期初計画
削減予定

2021/7期

2Q実績

2022/7期

2Q実績
削減実績

人件費 1,257 1,040 ▲ 216 人件費 719 518 ▲ 200

経費 1,367 1,264 ▲ 102 経費 826 388 ▲ 438

販売費及び

一般管理費
2,654 2,304 ▲ 319

販売費及び

一般管理費
1,546 906 ▲ 639
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第２四半期までの振り返りと今後の展開

今後の展開

┃長期安定資金の獲得及び資本政策による自己資本の増強

→財務基盤を安定させ、正常な事業運営への立て直しを図る

┃報酬制度・業務委託内容等の見直しによる経費削減推進

→期初計画立案時点で３億円の販管費削減を見込むも、足元の状況を鑑み

更に経費削減を推進する

期初計画立案時点（21.9.14） 第２四半期実績比較（22.3.17）

経営資源最適化・経費削減を更に推進する
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第２四半期までの振り返りと今後の展開

今後の展開

┃大型開発案件処分により有利子負債削減、経営体質を身軽化

→新規融資時にネックとなっていた大型開発案件の負債が解消

→金融機関とのリレーション改善・強化を進めていく

┃当社の強みである「LEGALAND」を主軸とし、不動産開発による資金回収を進める

→資金回収サイクルの早い案件と組み合わせて手許現金を増加させる

（単位：百万円）

金融機関
リレーション強化

資金調達実行

有利子負債の減少 不動産開発・原点回帰

コロナ禍でも好調な
LEGALANDの開発

2022年1月

（2Q決算実績）

大型開発案件

（2月処分）

2022年２月

（概算）

有利子負債 24,686 ▲7,900 16,786
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低層賃貸マンションシリーズ「 LEGALAND 」

┃富裕層の相続対策ニーズに対応した「LEGALAND」の開発推進によるマーケットニーズ取り込み

比較 LEGALAND

●地下フロアの設置、エレベーターや梁･柱をなくす・保守コストを低減させ、

最大限の部屋数と床面積を確保することで賃料収入を最大化

プラン

一般的な賃貸マンション
＜主要データ＞

◼ マンション種類：単身者・少人数世帯向けコンパクト低層賃貸マンション

◼ 敷地面積：30～200坪程度

◼ 総戸数：10～35戸程度

◼ 販売単価：約3～5億円

◼ 販売利回り：約4～6%

◼ 販売方法：一棟販売

◼ 主な顧客：個人投資家（富裕層）および資産管理会社

定期建物賃貸借契約締結物件

●アパートや戸建と競合する高さ制限地域（第一種・第二種低層住居

専用地域等）や狭小な土地でも開発が可能.

【事業化条件】

• 市街化地域

• 4m道路以上に接道（私道でも可）

• 間口7m以上

• 敷地面積50坪前後

• 敷地形状が細長くても可能

• 敷地分割可能

道路や間口が狭い、都市計画が厳しい等でも、

LEGALANDを建築することが可能

道路

4m
7m

150%

50%

一低

富裕層に選好される外観・ディテールの「LEGALAND」 企画開発ノウハウを詰め込んだ設計構造

25m2

25m2 25m2

(メゾネット)

60m2

階段

25m2

25m2 25m2

階段

25m2
EV



物件別賃料相場の状況
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オフィスビルは賃料が下落傾向
定期建物賃貸借契約締結物件

マンション賃料は上昇傾向

資料： 三幸エステート・ニッセイ基礎研究所 資料：株式会社東京カンテイ 市場調査部

┃新型コロナウイルス感染症の影響を受け、オフィスビルの賃料は下落傾向にあるものの、マンションの賃料
については価格硬直性が高く、堅調に推移している

┃特に首都圏地域ではマンション需要が底堅く、「LEGALAND」のコンセプトがマッチ

'18Q3 '18Q4 '19Q1 '19Q2 '19Q3 '19Q4 20Q1 20Q2 '20Q3 '20Q4 '21Q1 '21Q2 '21Q3

Aクラス 13.4% 14.1% 10.6% 12.0% 1.6% 7.0% 0.0% -6.1% -4.0% -17.9% -8.9% -9.1% -8.2%

Bクラス 2.7% 8.1% 6.3% 9.1% 7.8% 5.1% 3.0% -3.2% -7.2% -9.3% -8.6% -7.5% -5.7%

Cクラス 6.9% 16.2% 15.7% 21.7% 19.8% 8.5% 12.7% -0.3% -9.6% -16.1% -21.1% -12.8% -8.9%

1月 7月 1月 7月 1月 7月 1月 7月 1月 7月 1月 7月 1月 7月

首都圏 2,545 2,590 2,567 2,562 2,681 2,631 2,742 2,746 2,749 2,933 2,874 3,101 3,198 3,297

近畿圏 1,799 1,786 1,784 1,817 1,759 1,788 1,825 1,823 1,829 1,905 1,856 1,972 1,919 1,983

中部圏 1,513 1,580 1,574 1,567 1,529 1,595 1,738 1,747 1,727 1,756 1,699 1,754 1,781 1,846

2020年 2021年2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

三大都市圏の分譲マンション賃料の推移
東京都心部 A・B・Cクラスビル 賃料対前年変動率

Aクラスビル：延床面積：10,000坪以上、1フロア面積：300坪以上、築年数：15年以内
Bクラスビル：1フロア面積200坪以上でAクラスに該当しないビル
Cクラスビル：1フロア面積100坪以上200坪未満のビル
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「 LEGALAND 」の開発状況

┃人口が減少していく今後の日本では、人が増えるエリア・減るエリアがさらに一段と明確に

┃東京を中心とした人気の都心エリアで資産性が維持しやすい立地にて開発推進

◼ 港区 5

◼ 渋谷区 ８

◼ 新宿区 1５

◼ 文京区 8

◼ 目黒区 1５

◼ 品川区 9

◼ 世田谷区 6

◼ 大田区 ４

◼ 杉並区 5

◼ 中野区 １

◼ 豊島区 ７

◼ 台東区 １

合計 ８4

注：2022年1月現在開発中案件含む

◼ 兵庫県 4

◼ 大阪府 3

合計 7

東 京 エ リ ア 大 阪 エ リ ア



国内最大級
不動産オーナー向けプラットフォーム

19

不動産オーナー向けプラットフォーム『YANUSY』

100万PV超┃月間ページビュー

┃オーナー会員数 10,000人超

（2022年３月時点）
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┃不動産オーナー向けに役立つ情報を提供し「富動産
（新しい切り口での資産）」 作りをサポートする

Web メディアとしてスタート

┃YANUSYを起点として、利用者の投資経験に応じた
サービスを順次展開していく



創業より培った強み、
事業基盤

更なる成長に向けた

競争軸の拡張

創業より培った強み
法律知識を活用した
不動産コンサルティング能力

弁護士ネットワーク

高品質でコスト競争力の高い
原状回復業務

東京大阪を中心とした
物件開発ノウハウ、
パートナーネットワーク

＜不動産デベロッパー＞

資金力 × 投資効率

＜不動産仲介事業＞

地域に根差したネットワーク

既存の競争軸
「多様で良質な投資家接点 × パートナーマッチング」

強みを生かし、シナジーを最大化する

DX事業の探索、実装

ネットワーク外部性 及び シナジーを発揮する
「プラットフォーム型事業」の実現

創業より培った強み、事業基盤とのシナジーを最大化する
不動産テック事業の実現を通じて、新たな成長のステージへ

┃自社ならではの強みを活かし、競合の半歩先を行く
独自のDX事業を探索、実装

成長軌道を下支え

┃オンラインにより競争軸を拡張することで、
更なる成長軌道へ

コンサルティング力

Copyright© LeTech Corporation All Right Reserved. 20

YANUSYを通じた既存事業の成長ビジョン



不動産オーナーのステップアップをサポート

不動産オーナー
の課題解決サービス

YANUSY
会員登録

データ×コンテンツで
最適な情報を提供

YANUSY
会員データ

×

マス層 アッパーマス層 富裕層 超富裕層

Investment

不動産への
興味
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┃YANUSYで様々な情報提供や問題解決を通じて、不動産投資に関するリテラシーの向上と成長をサポート
┃不動産オーナーの属性やニーズに応じた付加価値をご提供し、富裕層へのステップアップと夢の実現に伴走

┃現在会員の１０％強を占める“超富裕層”比率を更に拡大し、超富裕層に求められるサービスを拡充、展開



Investment

Management

小口から始められる不動産投資サービス
（クラウドファンディング）を提供

不動産投資経験に応じた商品ラインナップ

Step1：投資未経験層向け安定性重視商品

物件選定は不動産のプロにお任せ
優先劣後構造によりリスクを抑制

Step2：投資初級者層向け中リスク商品

期待リターンと許容リスクを踏まえ、
会員自身がポートフォリオを設計

不動産売買を支える情報、サービスを
新たにラインナップ

〇物件情報提供サービス

〇融資サポートサービス

〇物件オンライン査定サービス

不動産オーナーの疑問や運用課題を
解決するサービスを創出、提供

〇原状回復業務DXサービス

〇パートナーマッチングサービス

不動産オーナーの投資経験に応じたサービス提供
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初めての収益物件
購入支援

不動産投資未経験層
不動産投資
初級者層

不動産投資
中級者者層

不動産投資
上級者層

不動産管理に関する支援、情報展開小口投資商品で「富動産」
運用体験（理解深化）

不動産投資のノウハウ、リスクと対処を展開

適切な情報発信

富裕層としてのステップアップ支援

（関心喚起）

〇不動産管理サポートサービス

♦2023年１月リリース予定 ♦2022年12月リリース予定

♦2022年10月リリース予定
※現在トライアル検証実施中
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原状回復工事DX（Digital Transformation) に向けた取組み

現状の業界課題

賃貸住宅退去時の原状回復に関わるトラブルの増加を受けて、国土交通省がガイドラインを公表（平成１０年）

ガイドラインに準拠した適正な対応が求められる中、現在も費用負担等に関する多くのトラブルが発生

┃ 原状回復に関わるトラブルの抑止、費用負担の適正化

借主と事業者が現地立会のもと、工事や清掃の必要性や、費用負担割合を協議
立会日程調整が双方の負担となる他、借主に十分な知識がない場合、交渉は事業者が主導
事業者にはガイドライン等の十分な理解が求められるが、事業者においても知識不足のケース有り

┃ オンライン化が困難な業務フロー

借主と事業者の知識格差 事業者の知識不足 現地立会を前提とした業務

対処の方向性

ガイドライン準拠のAI機能開発 ／ オンライン化に対応するサービスの実装

┃ 豊富な実績を元に、ガイドラインに準拠した判定を行えるＡＩ機能を開発

（現場の業界課題）

（対処の方向性）

┃ 借主や不動産オーナー、事業者がオンライン上でＡＩ判定結果を取得可能なサービスを実装
原状回復に関わる費用負担の適正化や、業務のオンライン化を実現
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ＡＩ開発体制

株式会社AVILEN 株式会社LeTech

慶應義塾大学

・AI学習用教師データ収集
システムの開発、運用

・AI機能の開発、運用

・AI機能の精度向上等に向けた検討、提言

・AI学習用教師データの収集
・AI機能を活用した原状回復
業務フローの具体化、実証

原状回復DX
クラウド

管理会社 原状回復事業者

施工会社/職人

賃貸管理
クラウド
（外部） 職人マッチング

クラウド
（外部）

不動産オーナー

借主

電子決済
電子契約

マッチング

オンライン
査定

進捗管理

レポート
自動作成 不動産

ID

電子帳票
保存

プラットフォーム機能

原状回復工事DX 開発体制／サービス構想

┃関連技術や豊富な実績を有するパートナーとの連携により、ＡＩ機能の開発をスタート

┃自社業務システムにもＡＩ機能を実装し、豊富な実績を元にシステム・業務フローをブラッシュアップ

┃『YANUSY』上にＡＩ機能を実装し、原状回復工事の適正な判断に役立つ情報を提供

┃オーナー、管理会社、借主、事業者をつなぐプラットフォーム機能をサービスとしてご提供
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今後の業績予測

┃2022 年７月期通期の業績予想については、大型開発案件の評価減の影響は大きいものの、各種案
件の進捗も含め精査中であり、現時点では期初計画を据え置き

┃資本政策を含めた資金調達により仕入を加速させ、中期経営計画に掲げた2024年7月期の業績回復
を達成していく
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FY2021

実績
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FY2023

計画

FY2024

計画

売上高 経常利益

（単位：百万円）

中期経営計画数値（2021.9.14公表）
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株主優待制度

┃株主優待制度「L eTe c h プレミアム優待倶楽部」を継続
┃株主の皆様のご支援に感謝するとともに、より多くの株主様に当社の事業活動へのご理解を

深めていただく

保有株式数
進呈ポイント数 ポイント進呈時期

以上 以下

200株 299株 4,000ポイント

毎年７月末日

300株 399株 8,000ポイント

400株 499株 10,000ポイント

500株 599株 15,000ポイント

600株 699株 20,000ポイント

700株 799株 30,000ポイント

800株 899株 40,000ポイント

900株 999株 50,000ポイント

1,000株 1,999株 60,000ポイント

2,000株 － 100,000ポイント

「L eTe c h プレミアム優待倶楽部」を導入し、

２単元（200株）以上の株主様を対象に、保有株式数に

応じて株主優待ポイントを進呈。
1

ポイント数に応じて特設サイト掲載の2,000点以上の商品

から選択（お米、ブランド牛、飲料類、銘酒、家電製品

など）。株主様向けイベントなども検討。
2

ポイントは１年繰り越して翌年のポイントと合算可能。
※ポイントを繰り越す場合、次年度の７月末日現在において同一の株主番号で

当社株式保有の場合に限る（ポイントは最大２年間有効）。
3

「L e Te c h プレミアム優待倶楽部」の対象株主様に、

優待商品や株主様限定の特設インターネット・サイト登録

方法などを記載したご案内を送付。

申込みに関する手続きの方法

「L eTe c h プレミアム優待倶楽部」

※インターネットに登録できない株主様は、電話でお申し込みできますが、選択
できる商品に限りがございますこと、ご了承ください。

株主優待の内容
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Appendix
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（今後の事業領域）YANUSY事業
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（今後の事業領域）LEGAL SOLUTION事業
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（今後の事業領域）OTHERS
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Disclaimer

本資料は、株式会社L eTe c h の業界動向及び事業内容について、

株式会社L eTe c h による現時点における予定、推定、見込み又は予想に基づいた将来展望についても言及しております。

これらの将来展望に関する表明の中には、様々なリスクや不確実性が内在します。

既に知られたもしくは未だに知られていないリスク、不確実性その他の要因が、将来の展望に関する表明に含まれる内容と

異なる結果を引き起こす可能性がございます。

株式会社L eTe c h の実際の将来における事業内容や業績等は、本資料に記載されている将来展望と異なる場合がございます。

本資料における将来展望に関する表明は、2022年３月25日現在において利用可能な情報に基づいて、株式会社L eTe c h

によりなされたものであり、将来の出来事や状況を反映して、将来展望に関するいかなる表明の記載も更新し、変更するも

のではございません。

将来見通しに関する注意事項


